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判例研究
経済犯罪に係る共犯判例三題
(著作権法違反常助､ほ脱犯の証拠隠滅教唆､競売入札妨害の公訴時効)
一 中立的行為による不作為関与･間接教唆･状態犯の結果と効果-
(第一 ｢ウイニー｣著作権法違反酎助事件)
(第二 法人税は脱にかかる証拠隠滅教唆事件)
(第三 競売入札妨害罪の公訴時効が完成していないとされた事例)
清 水 晴 生
第一 著作権法違反酎助事件
(ウィニー事件｡京都地裁2006年12月13日判決)
一 事案概要および判旨
二 検討
1 総説
2 中立的行為による常助
3 不作為関与
第二 証拠隠滅教唆事件 (最高裁2006年11月21日棄却決定)
一 事案概要および判旨
二 検討
第三 競売入札妨害罪の公訴時効が完成していないとされた事例
(最高裁2006年12月13日棄却決定)
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一 事案概要および判旨
二 検討
1 総説
2 継続犯 ･状態犯における ｢結果｣と ｢効果｣
3 時効の本質と時効の連鎖
第一 著作権法違反常助事件
(ウイニー事件｡京都地裁2006年12月13日判決判例タイムズ1229号105貢)
ー 事案概要および判旨
本件は表題のとおり､被告人が著作権法違反常助に問われた事案であ
る｡京都地裁は､すでに著作権を侵害する態様で広く利用されていたP2
P型のファイル交換ソフト ｢ウイニー｣の改良版を､被告人がそうした事
情を認識しながら自己のホームページで配布し続けた行為について著作権
法違反常助の成立を認めた｡その理由の主な点はおおむね次のようなもの
である｡
･ウイニーの機能それ自体は価値中立的な技術であり､こうした技術の開
発 ･提供が常助とされる範囲が無限定に拡大することは妥当ではない｡そ
の違法性は社会における現実の利用状況やそれに対する認識､提供の際の
主観的態様等によると解すべきである｡
･被告人は､著作権を侵害する違法コピー ･違法ファイルの蔓延を積極的
に企図していたわけではない｡しかし､ウイニーが著作権を侵害する態様
で広く利用されていることを認識 ･認容しながら公開 ･配布していた0
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･各正犯者による著作権法違反行為の実行にとって､匿名性のあるウイ
ニーがはたした役割は重要かつ不可欠｡
二 検討
1 総説
まず､最初に二点指摘しておきたい｡
･第一点は､本件で認定された認識がいわゆる ｢概括的故意｣かまたはそ
れに類するものとしてかんがえられていたのだとしたら､はたして本件の
その認識は刑法上故意として許容可能なものかどうかという点にかかわる
疑問である (刑法38条1項 ｢罪を犯す意思がない行為は､罰しない｡ただ
し､法律に特別の規定がある場合は､この限りでない｡｣)｡
この点については後述 ｢中立的行為による常助｣についてあつかう中
で､もう少しくわしく触れたい (同62条 ｢正犯を常助した者は､従犯とす
る｡｣)0
･第二点は､本判決が仮に法秩序の回復を図るべく出された有罪判決で
あったとしたならば､そうした態度は本当に刑法が解決すべきまた解決し
うる問題への有効な対処であったといえるかという点に関する疑問であ
る｡
このような疑問はたとえば､ウイニーないしそれと同様のソフトがいわ
ゆるオープンソースのようなかたちでプログラマーやユーザーのコミュニ
ティの中でいわば匿名者による合作のソフトとして作成され普及したとい
うような容易に想定可能な､そして本件と問題性においてなんら変わりの
ない場合を想起するときにはただちに湧くものといえよう｡
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2 中立的行為による常助
いわゆる ｢中立的行為による常助｣の観点から検討するならば､その一
般的な意味においてケース特性をなす諸要素としては､つぎのような内容
をあげることができる｡すなわち､
正当業務行為その他の中立的性格をしめす行為でありながら､
aすくなくとも最低限の因果的寄与を認める余地がある｡
bすくなくとも未必的故意を認める余地がある｡
このようなケースであるいわゆる ｢中立的行為による常助｣の場合に関
しては､一般的につぎのような可罰性阻却の諸段階を認めることができ
る｡すなわち､
①当該介在的な関与がとりわけ比較的容易に他の者の行為によっても代替
可能であるなどといったことから､結果発生に対する寄与の程度が最低
限度のものでしかないことで､因果性が否定される場合がありうる｡
②法令行為 ･正当業務行為ないしそれらに類する性格を有することで､可
罰性に足らない程度にまで違法性が減少すると認められる場合がありう
る｡
③行為実行 ･結果実現に対する具体的因果予測を欠き､故意が認められな
い場合がありうる｡
④法令行為 ･正当業務行為ないしそれらに類する性格を有するものとの認
識があることにより､あるいは､行為実行 ･結果実現に対する具体的因
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果予測を欠くことにより､あるいはそれら両方の事情があることで､他
の行為に出ることを期待することが実際上困難ないし不可能だとして責
任が阻却される場合がありうる｡
本件では､とくに③が問題となるとかんがえられる｡
この点については次に述べる不作為関与においての考慮のほか､判例の
認定のうち ｢著作権を侵害する態様で広く利用されている｣ことの認識が
仮にいわゆる ｢概括的故意｣として認定されているのだとしても､｢広く
利用されている｣の ｢広く｣の範囲は ｢概括的｣にせよ特定されている必
要があろう｡この点が明らかにされていない点に問題が残る｡
また､仮に概括的に特定されるとすればいったいどのような範囲で特定
されうるかも非常に困難な問題であり､それゆえ､はたして従来の ｢概括
的故意｣にあてはめて考えてよいかという点についても問題を残してい
る｡
3 不作為関与
しかしおもうに､本件では ｢中立的行為による常助｣の観点と併せて､
またもうひとつの観点､すなわち不作為関与 (不作為による酎助)の観点
からの検討が必要とおもわれる｡
というのも､本件封助行為はインターネットを媒介としておこなわれた
ものだが､被告人の関与が正犯に対して因果的に作用し寄与しうる結節点
(関与行為の時点)は､被告人がアップロードをしたファイルをユーザー
である正犯者が直接または間接にダウンロードしたその一点においてはか
になく､被告人の関与が常助として成立しうるとすれば､それは一定の認
識と一定の作為義務が認められる態様において､著作権侵害を企図する
ユーザーがほしいままにウイニーをダウンロードするのを一切制止しな
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かったという不作為態様の関与であるとかんがえざるをえないからである
(アップロードした段階ではいまだ常助の予備ないし未遂にとどまる)0
しかしファイルのダウンロードの許諾に一定の条件や申請を求めたので
ないかぎり､ダウンロードするユーザーが著作権を侵害する態様でファイ
ルを交換する目的でダウンロードしたのか､それとも解析等研究目的か､
たんに興味本位かといったことについて､被告人はなんら情報を得たり与
えられたりしていたわけではないこととなろう｡そうであれば､そのうち
の一部の者がダウンロード後に実際に著作権を侵害する態様でのファイル
交換を実行することが予見できたからといって､ダウンロード時に被告人
に､それら正犯結果回避のためにダウンロードをできないようにする作為
義務があったとかんがえることは自由に対する過度な制限といわざるをえ
ないであろうし､あるいは利用目的の確認義務があったとかんがえること
も､その義務履行が正犯結果回避に直結せずまた実効的ともおもわれない
から､これもまた過度な制限ということになろう｡
さらに､本判決が認定した ｢著作権侵害がインターネット上にまん延す
ること自体を積極的に企図したとまでは認められない｣といった態様での
不作為関与であったならば､作為との同等性を肯定することもできないよ
うにおもわれる｡
第二 証拠隠滅教唆事件 (最高裁2006年11月21日棄却決定)
一 事案概要および判旨
1 原判決の認定及び記録によれば､事実関係は次のとおり｡
(1) 被告人は､スポーツイベントの企画及び興行等を目的とする株式会社
Kの代表取締役として同社の業務全般を総括していたものであるが､同
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社の平成9年9月期から同12年9月期までの4事業年度にわたり､架空
仕入れを計上するなどの方法により所得を秘匿し､虚偽過少申告を行っ
て法人税をほ脱していたところ､同社に国税局の査察調査が入るに及
び､これによる逮捕や処罰を免れるため､知人のAに対応を相談した｡
(2)Aは､被告人に対し､脱税額を少なく見せかけるため､架空の簿外経
費を作って国税局に認めてもらうしかないとして､Kが主宰するボクシ
ング･ショー に著名な外国人プロボクサーを出場させるという計画に絡
めて､同プロボクサーの招へいに関する架空経費を作出するため､契約
不履行に基づく違約金が経費として認められることを利用して違約金条
項を盛り込んだ契約書を作ればよい旨教示し､この方法でないと所得金
額の大きい平成11年9月期と同12年9月期の利益を消すことができない
などと､この提案を受け入れることを強く勧めた｡
(3)被告人は､Aの提案を受け入れることとし､Aに対し､その提案内容
を架空経費作出工作の協力者の一人であるBに説明するように求め､被
告人､A及びBが一堂に会する場で､AがBに提案内容を説明し､その
了解を得た上で､被告人がA及びBに対し､内容虚偽の契約書を作成す
ることを依頼し､A及びBは､これを承諾した｡
(4) かくして､A及びBは､共謀の上､BがKに対し上記プロボクサーを
上記ボクシング･ショー に出場させること､KはBに対し､同プロボク
サーのファイトマネー1000万ドルのうち500万ドルを前払すること､さ
らに､契約不履行をした当事者は違約金500万ドルを支払うことなどを
合意した旨のKとBとの間の内容虚偽の契約書及び補足契約書を用意
し､Bがこれら書面に署名した後､K代表者たる被告人にも署名させ
て､内容虚偽の各契約書を完成させ､Kの法人税法違反事件に関する証
拠偽造を遂げた｡
(5) なお､Aは､被告人から､上記証拠偽造その他の工作資金の名目で多
額の資金を引き出し､その多くを自ら利得していることが記録上うかが
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われるが､Aにおいて､上記法人税法違反事件の犯人である被告人が証
拠偽造に関する提案を受け入れなかったり､その実行を自分に依頼して
こなかった場合にまで､なお本件証拠偽造を遂行しようとするような動
機その他の事情があったことをうかがうことはできない｡
2 このような事実関係の下で､被告人は､A及びBに対し､内容虚偽の
各契約書を作成させ､Kの法人税法違反事件に関する証拠偽造を教唆した
旨の公訴事実により訴追されたものであるところ､所論は､Aは被告人の
証拠偽造の依頼により新たに犯意を生じたものではないから､Aに対する
教唆は成立しないというのである｡
なるほど､Aは､被告人の相談相手というにとどまらず､自らも実行に
深く関与することを前提に､Kの法人税法違反事件に関し､違約金条項を
盛り込んだ虚偽の契約書を作出するという具体的な証拠偽造を考案し､こ
れを被告人に積極的に提案していたものである｡しかし､本件において､
Aは､被告人の意向にかかわりなく本件犯罪を遂行するまでの意思を形成
していたわけではないから､Aの本件証拠偽造の提案に対し､被告人がこ
れを承諾して提案に係る工作の実行を依頼したことによって､その提案ど
おりに犯罪を遂行しようというAの意思を確定させたものと認められるの
であり､被告人の行為は､人に特定の犯罪を実行する決意を生じさせたも
のとして､教唆に当たるというべきである｡したがって､原判決が維持し
た第1審判決が､Bに対してだけでなく､Aに対しても､被告人が本件証
拠偽造を教唆したものとして､公訴事実に係る証拠隠滅教唆罪の成立を認
めたことは正当である｡
二 検討
刑法61条1項は ｢人を教唆して犯罪を実行させた者には､正犯の刑を科
する｡｣とし､同2項は ｢教唆者を教唆した者についても､前項と同様と
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する｡｣とさだめる｡2項はいわゆる間接教唆に関する規定だとされる｡
本事案のうち証拠隠滅罪 (刑法104条｡｢他人の刑事事件に関する証拠を
隠滅し､偽造し､若しくは変造し､又は偽造若しくは変造の証拠を使用し
た者は､二年以下の懲役又は二十万円以下の罰金に処する｡｣)の教唆の点
に限定して検討すれば､やはり正犯者Aは間接教唆者 (正犯に吸収され
る)でもあることから､正犯実行に関する確定的な決意をすでにもってい
たものといわざるをえない｡いいかえればAによる実行はまったくAの自
発的な行為であり､被告人はAの行為実行をなんら拘束していない (拙稿
｢教唆の本質と通謀要件｣白鴎法学13巻 1号 (通巻27号) 1頁以下､28頁
以下参照)｡
次の例による示唆は重要である｡すなわち､車を運転できないⅩは強盗
実行の際の運転を唯一心を許せるYに依頼し､Yが承諾したことで強盗が
実行に移されたという場合､Yはせいぜい常助にすぎない｡
同じことは本件にもあてはまるといわなければならない｡
第三 競売入札妨害罪の公訴時効が完成していないとされた事例
(最高裁2006年12月13日棄却決定)
一 事案概要および判旨
1 原判決の認定及び記録によれば､事実関係は次のとおり｡
(1)被告人Aは､甲株式会社 (平成7年11月24日の商号変更により株式会
社乙となる｡以下 ｢本件会社｣という｡)の代表取締役であるとともに､
同社関連会社である株式会社丙の実質的経営者として両社の業務全般を
統括しているもの､被告人Bは本件会社の財務部長､被告人Cは丙の代
表取締役であったものであるが､被告人3名は､共謀の上､平成7年10
242 白鴎大学法科大学院紀要 創刊号 (2007年11月)
月31日付けで東京地方裁判所裁判官により競売開始決定がされた本件会
社所有に係る土地 ･建物 (以下 ｢本件土地 ･建物｣という｡)につき､
その売却の公正な実施を阻止しようと企てた｡
(2) そこで､上記競売開始決定に基づき､同年12月5日､同裁判所執行官
が現況調査のため､本件土地 ･建物に関する登記内容､占有状況等につ
いて説明を求めた際､被告人Bにおいて､同執行官に対し､本件会社が
同建物を別会社に賃貸して引き渡し､同社から丙に借主の地位を譲渡し
た旨の虚偽の事実を申し向けるとともに､これに沿った内容虚偽の契約
書類を提出して､同執行官をしてその旨誤信させ､現況調査報告書にそ
の旨内容虚偽の事実を記載させた上､同月27日､これを同裁判所裁判官
に提出させた｡
(3) その後､同裁判所裁判官から本件土地 ･建物につき評価命令を受け
た､情を知らない評価人は､上記内容虚偽の事実が記載された現況調査
報告書等に基づき､不動産競売による売却により効力を失わない建物賃
貸借の存在を前提とした不当に廉価な不動産評価額を記載した評価書を
作成し､平成8年6月5日､同裁判所裁判官に提出した｡これを受け
て､情を知らない同裁判所裁判官は､同年12月20日ころ､本件土地 ･建
物につき､上記建物賃借権の存在を前提とした不当に廉価な最低売却価
額を決定し､情を知らない同裁判所職員において､平成9年3月5日､
上記内容虚偽の事実が記載された本件土地 ･建物の現況調査報告書等の
写しを入札参加希望者が閲覧できるように同裁判所に備え置いた｡
2 被告人3名は､平成12年1月28日､本件土地 ･建物につき､偽計を用
いて公の入札の公正を害すべき行為をした旨の競売入札妨害の事実で起訴
されたものであるが､所論は､競売入札妨害罪は､即成犯かつ具体的危険
犯であるから､現況調査に際して執行官に対し虚偽の陳述をした時点で犯
罪は終了しており､公訴時効が完成しているのに､その成立を否定した原
判決には法令解釈適用の誤りがあるという｡
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しかしながら､上記1の事実関係の下では､被告人Bにおいて､現況調
査に訪れた執行官に対して虚偽の事実を申し向け､内容虚偽の契約書類を
提出した行為は､刑法96条の3第 1項の偽計を用いた ｢公の競売又は入札
の公正を害すべき行為｣に当たるが､その時点をもって刑訴法253条 1項
にいう ｢犯罪行為が終った時｣と解すべきものではなく､上記虚偽の事実
の陳述等に基づく競売手続が進行する限り､上記 ｢犯罪行為が終った時｣
には至らないものと解するのが相当である｡そうすると､上記競売入札妨
害罪につき､3年の公訴時効が完成していないことは明らかであるから､
同罪につき､公訴時効の成立を否定した原判決の結論は正当である｡
二 検討
1 総説
刑法96条の3は､その1項で ｢偽計又は威力を用いて､公の競売又は入
札の公正を害すべき行為をした者は､二年以下の懲役文は二百五十万円以
下の罰金に処する｡｣とし､他方､刑訴法253条 1項は ｢時効は､犯罪行為
が終った時から進行する｡｣とさだめている｡
本件の争点は明確であって､刑法96条の3第 1項の競売入札妨害罪に
おける (時効の起算点である)｢犯罪行為が終った時｣とはいったいいつ
か､ということである｡
最高裁は､既遂結果に達したあとでも ｢虚偽の事実の陳述等に基づく競
売手続が進行する限り､上記 『犯罪行為が終った時』には至らない｣と判
示した｡
なお､ほぼ同旨の結論に達した原審に対する評釈の中では､第一審の判
断内容が ｢競売入札の公正を害する危険が発生すれば犯舞は･成立し､ま
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た､その危険が存続する間は処罰の対象となると解するのが相当である｣
というものであったこと､原審の判断内容が ｢競売入札の公正が害される
状態は継続していたといえる｣といったものであったことが紹介され､評
者も ｢発生した危険という結果が継続している｣と述べている (田辺泰弘
｢競売入札妨害罪における公訴時効の起算点｣警察学論集58巻12号207頁
以下｡また川瀬雅彦 ｢競売入札妨害罪において公訴時効の成否が問題と
なった事例｣捜査研究601号36頁以下､とくに37頁 (8)も参照)｡ただし､
本罪の実行行為が ｢定型的に一定の時間的継続性を必要とする行為ではな
い｣ことからいっても､原審は本罪を継続犯と解したものではないともし
ている (田辺 ･前掲214頁)0
2 継続犯 ･状態犯における ｢結果｣と ｢効果｣
従来の議論がかんがえてきたことは､いわゆる結果犯の ｢結果｣を刑訴
253条 1項の ｢犯罪行為が終った時｣にいう ｢犯罪行為｣に含めるという
ことと､行為と結果の発生が継続する継続犯とそれらの ｢効果 (違法状
悲)｣のみが持続する状態犯 (および即成犯)とでは刑訴253条 1項の ｢犯
罪行為が終った時｣(犯罪行為の終了時期)のとらえかたが異なってくる
ということである｡
この ｢行為と結果の発生が継続｣する継続犯と ｢それらの効果 (違法状
態)のみが持続｣する状態犯との区別は､各構成要件が予定する結果メル
クマールのとらえかたとむすびついており､解釈の明確と安定のためには
安易に操作 ･変更すべきではなかろう｡この点で本判例の判断には疑問が
残る｡
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3 時効の本質と時効の連鎖
結果的加重犯における加重結果が長期間経過後に発生したとされるいわ
ゆる水俣病事件 (最高裁1988年2月29日棄却決定刑集42巻2号314頁)に
関しては､(憲法37条 1項の迅速な裁判の保障とも関連して)公訴時効の
起算点としての犯罪行為の終了時期をめぐっても激しい議論が交わされて
きた｡
たとえば､佐伯仁志 ｢犯罪の終了時期について｣研修556号15頁以下は
次のように述べていた｡｢罪となるべき事実として､『全治1週間の傷害を
与えた』というような認定がなされるように､治癒までの法益侵害は最初
の傷害結果に織り込まれているということができるであろう｡足を切断し
てしまったというような場合についても､被害者の歩く機能は永続的に侵
害されることになるが､足を切断したという傷害結果の中に､そのような
将来の侵害も織り込まれているといえる｡--以上のような場合に対し
て､最初に発生した傷害が時とともに継続的に悪化しているような場令
には､その途中で傷害罪の構成要件的結果を確定する理由はない｣(同20
蛋)､｢傷害の程度が継続的に悪化していっているような場合には､因果関
係が認められる限りどこまでも傷害の結果をのばしていってよい､と考え
ざるを得ないであろう｡公訴時効に関しては､傷害の悪化が続く限り時効
が進行しないということになる--検察官は､被害者の状態を考慮した上
で､適切と考える結果を確定して起訴を行うことになるであろう｣(同21
頁)と｡
しかしなにをもって ｢悪化｣というのかがあきらかではない｡したがっ
て同時に､｢織り込まれている｣場合とそうではなく ｢悪化していってい
る｣場合との間の区別がどのようにおこなわれるのかも判然とはしていな
いようにおもわれる｡
さらに､公訴時効の本質を ｢国家の刑罰権の実現を犠牲にしても､時間
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的に個人が起訴される危険を免れる点にあるものと考える｡刑事訴追を時
間的に制限しておくことは､むしろ個人の利益に奉仕するものであろう｡
検察官に､事件発生後､無制限に起訴の自由を許しておくことは､個人に
対する脅迫である｡検察官が自分に都合のいいとき､あるいはその他の理
由で､ある過去の事件に関し､何時でも､容疑者を逮捕し､取調べ､起訴
をすることができるとしたら､それは､労働運動や､政治運動の弾圧に利
用される危険を残すことになる｡一方において起訴便宜主義が認められて
いる制度のもとでは､この危険を防止するための手続的規整として公訴時
効の存在理由が考えられる｡公訴時効は､国家に刑罰権の実現の必要性や
可能性があるときに､それにも拘らず､これの行使を禁止するという点
に､その重要な機能を発揮するのである｣(坂口裕英 ｢公訴時効について
一混合説の批判-｣法政研究26巻4号409頁以下)とし､また､｢発生した
犯罪内容を前提事実として､これを計算に入れつつ社会的事実関係が累積
されていき､その結果として形成された既成事実に法的効果が付与される
もの｣(長沼範良 ｢公訴時効の起算点｣芝原邦爾他 『松尾浩也先生古稀祝
賀論文集下巻』387頁)とかんがえるときには､上掲の ｢傷害の程度が継
続的に悪化していっているような場合には､因果関係が認められる限りど
こまでも傷害の結果をのばしていってよい､と考えざるを得ないであろ
う｡公訴時効に関しては､傷害の悪化が続く限り時効が進行しないという
ことになる--検察官は､被害者の状態を考慮した上で､適切と考える結
果を確定して起訴を行うことになるであろう｣などといった態度は､公訴
時効の存在理由を十分わきまえた主張であるとはいえないであろう｡
むしろ､いま見たような公訴時効の本質をふまえて､時効連鎖の範囲内
における予測 (織り込み)を超過する ｢結果｣にのみ時効進行の中断的効
果を認めるべきである (長沼 ･前掲380-382､387-390頁参照)｡
以上に見てきたように､行為と結果の発生が継続する継続犯と行為 ･紘
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果発生の効果 (違法状態)のみが持続する状態犯との区別を維持し､同時
にまた､時間経過 ･社会的事実関係の累積的形成による公訴権の控制とい
う公訴時効の本質に照らして､時効連鎖の範囲内での予測 (織り込み)超
過 ｢結果｣にのみ時効進行の中断的効果を認めるべきとかんがえるときに
は､本判例のように ｢結果｣と ｢効果｣との区別をあいまいにし､すでに
｢結果｣が発生した (最高裁1998年7月14日棄却決定刑集52巻5号343頁
参照)あとの ｢効果｣が存続しているにすぎない場合についてまで刑訴法
253条1項における犯罪行為の終了を認めなかった態度は､刑事実体法秩
序をいたずらに歪曲するとともに､法の支配を軽視するものであって､憲
法31条違反の判断であったといわざるをえないであろう｡
(本学法学部専任講師)
